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  第 ４ 回   熊本県議会  経済環境常任委員会会議記録 

 

令和６年12月12日(木曜日) 

            午前９時58分開議 

            午前11時56分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

議案第１号 令和６年度熊本県一般会計補

正予算(第５号) 

議案第４号 令和６年度熊本県電気事業会

計補正予算(第２号） 

議案第34号 令和６年度熊本県一般会計補

正予算(第６号） 

議案第39号 令和６年度熊本県電気事業会

計補正予算(第３号） 

議案第40号 令和６年度熊本県工業用水道

事業会計補正予算(第１号） 

議案第41号 令和６年度熊本県有料駐車場

事業会計補正予算(第１号） 

閉会中の継続審査事件(所管事務調査）に

ついて 

報告事項 

① 本県地下水保全推進本部(地下水保全

の取組)について 

 ②次期熊本地域地下水総合保全管理計画

の策定について 

③第２期熊本県水道ビジョンについて 

 ④地下水におけるＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ

指針値超過について 

 ⑤「くまもと新時代共創基本方針及び総

合戦略」の策定について 

 ⑥「くまもとで働こう」推進本部会議に

ついて 

 ⑦令和２年７月豪雨被災事業者の再建状

況等に係る調査結果について 

⑧熊本県産業成長ビジョンの改定素案

の概要について 

⑨ＪＡＳＭ地場調達ニーズ説明会の開

催結果について 

 ⑩「阿蘇くまもと空港周辺地域ＲＥ100

産業エリアの創造」について 

⑪「ようこそくまもと観光立県推進計

画(2024-2027）」の策定について 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(８人) 

        委 員 長 西 山 宗 孝 

        副委員長 城 戸   淳 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 吉 永 和 世 

        委  員 髙 木 健 次 

        委  員 河 津 修 司 

        委  員 立 山 大二朗 

欠 席 委 員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 環境生活部 

         部 長 小 原 雅 之 

       政策審議監 清 田 克 弘 

         医 監 山 口 喜久雄

        環境局長 鈴   和 幸 

      県民生活局長 中 川 博 文 

      環境政策課長 木 原   徹 

     水俣病保健課長 山 本 智 勇 

     水俣病審査課長 佐 藤   豊 

       首席審議員 

   兼環境立県推進課長 原 田 義 隆 

         政策監 若 杉   誠 

      環境保全課長 廣 畑 昌 章 

首席審議員 

     兼自然保護課長 蓑 田 公 彦 

    循環社会推進課長 村 岡 俊 彦 

 くらしの安全推進課長 岸 森 法 夫 

     消費生活課長 三 角 登志美 

男女参画・協働推進課長 板 橋 麻 里 

   人権同和政策課長 早 田 吉 秀 

商工労働部 
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        部 長 上 田 哲 也 

      政策審議監  

  兼商工雇用創生局長 佐 﨑 一 晴 

     産業振興局長 野 中 眞 治 

     商工政策課長 大 村 克 行 

   商工振興金融課長 田 浦 貴 久 

   労働雇用創生課長 時 田 一 弘 

     産業支援課長 荒 木 貴 志 

  エネルギー政策課長 吉 澤 和 宏 

     企業立地課長 山 田 純 子 

 販路拡大ビジネス課長 宮 﨑 公 一 

観光文化部 

        部 長 倉 光 麻里子 

      政策審議監 脇   俊 也 

   観光文化政策課長 佐 方 美 紀 

     観光振興課長 浦 本 雄 介 

 スポーツ交流企画課長 永 田 清 道 

企業局 

        局 長 深 川 元 樹 

     総務経営課長 馬 場 幸 一 

       工務課長 福 本 政 洋 

労働委員会事務局 

        局 長 木 村 和 子 

     審査調整課長 守 屋 芳 裕 

   ――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 松 永   築 

   政務調査課課長補佐 近 藤 隆 志 

     ――――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○西山宗孝委員長 おはようございます。 

 ただいまから第４回経済環境常任委員会を

開会いたします。 

 まずは、前回の委員会以降に、執行部にお

いて、組織改編及びこれに伴う幹部職員の異

動があっておりますので、自己紹介をお願い

したいと思います。 

 最初に、今回新たに本常任委員会に加わっ

たお二人に自己紹介をしていただき、次に、

このたびの組織改編で、課名、所属部局が変

更となった方につきまして自己紹介をお願い

したいと思います。 

  (荒木産業支援課長、佐方観光文化政策課

長～永田スポーツ交流企画課長の順に

自己紹介) 

○西山宗孝委員長 なお、今回の関係所属の

最新版の名簿は配付しておりますとおりで

す。 

 それでは、本委員会に付託された議案等を

議題とし、これについて審査を行います。 

 質疑については、執行部の説明終了後、一

括して受けたいと思います。 

 なお、本日の委員会はインターネットで中

継しておりますので、委員並びに執行部にお

かれましては、発言内容が聞き取りやすいよ

うに、マイクに向かって明瞭に発言をいただ

きますようお願いします。 

 また、執行部からの説明は、着座のまま簡

潔にお願いをしたいと思います。 

 それでは、環境生活部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

いたします。 

 小原環境生活部長。 

 

○小原環境生活部長 おはようございます。

環境生活部でございます。 

 議案等の説明に入ります前に、11月に実施

されました台湾への視察に執行部も同行させ

ていただきましたことにつきまして、この場

をお借りしてお礼申し上げます。 

 また、今回は、一部行程におきまして、地

下水保全推進本部の関係職員も同行させてい

ただいておりまして、併せてお礼を申し上げ

ます。視察で学びましたことを今後の施策の

中にしっかり生かしてまいりたいと思ってお

ります。 

 なお、この台湾視察も含めました地下水保

全の取組につきましては、その他報告の中で

御報告させていただきます。 

 それでは、環境生活部関係議案の概要につ
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いて御説明いたします。 

 今回提出しております議案は、冒頭提案の

予算関係１件、追加提案の予算関係１件でご

ざいます。 

 まず、第１号議案、令和６年度熊本県一般

会計補正予算でございます。 

 委員会説明資料１ページをお願いいたしま

す。 

 補正額(Ｂ)欄を御覧いただけますでしょう

か。 

 総額3,500万円余の増額をお願いしており

ます。 

 内容としましては、初期投資ゼロモデルに

より県有施設に再エネ設備導入を行う事業者

に対する補助に要する経費でございます。及

び令和５年度事業費確定に伴う国庫支出金返

納金も計上させていただいております。 

 その他、繰越明許費や債務負担行為につい

てもお諮りしております。 

 次に、追加提案しております第34号議案の

令和６年度熊本県一般会計補正予算でござい

ます。 

 同じ資料の補正額、追号分(Ｃ)欄を御覧く

ださい。 

 総額7,200万円余の増額をお願いしており

ます。 

 内容は、人事委員会勧告を踏まえた給与改

定分でございます。 

 そのほか、その他報告事項としまして、熊

本県地下水保全推進本部についてなど４件御

報告申し上げます。 

 詳細につきましては、関係課長が説明いた

しますので、御審議のほどよろしくお願いい

たします。 

 

○西山宗孝委員長 続いて、担当課長から順

次説明をお願いいたします。 

 

○木原環境政策課長 環境政策課です。 

 お手元の委員会説明資料の１ページ、環境

生活部の令和６年度11月補正予算総括表を御

覧ください。 

 表中の補正額、追号分(Ｃ)欄でございます

が、これは、本年10月の人事委員会勧告を踏

まえた職員給与改定等に伴うものでございま

す。 

 今回の改定は、民間企業と職員給与の格差

解消のため、高卒、大卒程度の初任給をはじ

め、若年層に重点を置き、全職員の給与月額

を引き上げるとともに、期末手当、勤勉手当

につきまして、支給月数を0.1月分引き上げ

るものです。 

 また、会計年度任用職員の報酬等につい

て、職員の給与改定に係る取扱いに準じて改

定するものです。 

補正額については、環境生活部全体で

7,200万円余の増額をお願いしております。 

 この職員給与改定等に伴う追号分につきま

しては、各所属の説明資料にも記載しており

ますが、全庁共通の事柄でございますので、

各所属からの説明は省略させていただきま

す。 

 環境政策課からは以上です。 

 

○山本水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 ４ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 水俣病総合対策事業等委託業務として、

2,000万円余をお願いしております。 

 これは、医療事業等に係る給付関連業務を

委託するもので、来年４月から実施するた

め、今年度中に契約事務を行う必要があるこ

とから、今回設定をするものでございます。 

 水俣病保健課は以上です。 

 

○佐藤水俣病審査課長 水俣病審査課です。 

 ５ページをお願いします。 

 下段の公害保健費の２、国庫支出金返納金

ですが、これは、昨年度の国からの事務費交
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付金の交付額確定に伴うものでございます。 

 水俣病の認定申請や検診等の業務につきま

して、経費の２分の１を事務費交付金として

受けておりますが、昨年度の最終的な経費が

見込みを下回ったことにより返納するもので

ございます。 

 水俣病審査課は以上です。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 説明資料の６ページをお願いします。 

 ３段目の公害対策費について、次の７ペー

ジをお願いします。 

 説明欄の(3)２０５０くまもとゼロカーボ

ン推進事業として、2,466万円余の増額補正

をお願いしています。 

 これは、初期投資ゼロモデルを活用し、宇

城総合庁舎、子ども総合療育センター及び環

境センターの各施設に再生可能エネルギー設

備を導入する事業者に対し補助を行うための

経費でございます。 

 環境立県推進課は以上です。 

 

○廣畑環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 資料の８ページをお願いいたします。 

 公害規制費でございますが、152万円余の

増額をお願いしております。 

 右側の説明欄を御覧ください。 

 一番下の３、国庫支出金返納金でございま

すが、これは、さきに受入れをいたしました

令和５年度環境放射能水準調査事業の国庫支

出金につきまして、事業費の確定作業が終わ

りましたので、その差額26万円余を国に返納

するものでございます。 

 続きまして、10ページをお願いいたしま

す。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 水道施設整備事業につきまして、6,300万

円余の繰越しをお願いしております。 

 この事業は、市町村が実施する水道施設の

耐震化等に対して助成を行うものですが、一

部の市町村におきまして、必要な資材の調達

に日数を要し、工事完了が翌年度となること

が見込まれるため、繰越明許費の設定をお願

いするものでございます。 

 続きまして、11ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為といたしまして、令和７年度

に実施する大気汚染監視業務で限度額256万

円余、そして、水質環境調査業務で限度額

4,400万円余の設定をお願いするものでござ

います。 

 大気汚染監視業務では、一般大気中におけ

るベンゼン等有害大気汚染物質の一部の分析

業務を、また、水質環境調査業務では、海域

約50地点及び河川約50地点の採水分析業務を

民間事業者に委託するものでございます。 

 いずれも４月から年間を通じて行う調査で

ございますので、契約事務等に要する期間を

考慮しまして、債務負担行為の設定をお願い

するものでございます。 

 環境保全課は以上でございます。 

 

○蓑田自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 資料の13ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございます。 

 観光費でございますが、事項の欄１段目、

国立公園等における国際化・老朽化対策等整

備交付金事業につきましては、山鹿市の九州

自然歩道の施設改修が１件、２段目、国立公

園満喫プロジェクト推進事業につきまして

は、天草市西平園地の展望台改修工事ほか４

件及び南阿蘇村の阿蘇山上の廃屋撤去費の補

助が１件、３段目、自然公園等施設リニュー

アル事業につきましては、山都町の通潤橋周

辺施設整備ほか１件、４段目、県有公園施設

営繕につきましては、阿蘇市かぶと岩園地の

施設改修を行うものでございます。 
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いずれも年度内に十分な工期が確保できな

いことにより、繰越しを計上するものでござ

います。 

 自然保護課、以上でございます。 

 

○三角消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 説明資料16ページをお願いいたします。 

 消費者行政推進費の右側説明欄４の国庫支

出返納金として、8,000円をお願いしており

ます。 

 これは、消費者教育コーディネーター事業

の事業費が確定したことに伴う地方消費者行

政強化交付金に係る国庫支出金の返納金でご

ざいます。 

 消費生活課は以上です。 

 

○早田人権同和政策課長 人権同和政策課で

ございます。 

 19ページをお願いします。 

 繰越明許費の設定です。 

 地方改善事業の隣保館施設整備につきまし

て、１億176万円余を計上しております。 

 この事業は、市町村が実施する隣保館の大

規模修繕等に対して補助するものです。 

今年９月の国の追加内示に伴い、合志市、

菊陽町の工事計画が変更となり、工事完了が

翌年度となることが見込まれることから、繰

越しの設定をお願いするものです。 

 人権同和政策課は以上でございます。 

 

○西山宗孝委員長 次に、商工労働部長から

総括説明を行い、続いて、担当課長から順次

説明をお願いします。 

 

○上田商工労働部長 おはようございます。

商工労働部でございます。 

 主要事業等の説明に先立ちまして、県内の

景気・雇用情勢、商工労働部の取組につきま

して概略を申し上げます。 

 初めに、11月７日に公表されました日銀の

金融経済概観では、「熊本県内の景気は、回

復している。」と４月公表時から７か月連続

で判断が据え置かれています。 

 また、10月の有効求人倍率も1.25倍と、今

年の２月から同水準で推移するなど人手不足

が続いており、今後も状況を注視してまいり

ます。 

 先月、政府におきまして、事業規模約39兆

円の経済対策が閣議決定されました。賃上げ

と投資が牽引する成長型経済への移行を確実

なものとするため、日本経済、地方経済の成

長、物価高の克服、国民の安心、安全の確保

の３つの柱で、あらゆる政策手段を総動員す

るとされています。 

 具体的には、中堅・中小企業の賃上げ環境

整備に向けた省力化、大規模設備投資への支

援や新たな地方創生の交付金創設、ＡＩ・半

導体分野への10兆円以上の支援、地域の実情

に応じた物価高対策を後押しする交付金によ

る支援などが盛り込まれています。 

 国の補正予算案の審議の動向を踏まえなが

ら、県としてもスピード感を持って必要な対

策に取り組めるよう準備を進めているところ

でございます。 

 今月末までには、ＪＡＳＭ第１工場が操業

を開始します。来年の第１四半期には、第２

工場の建設着手が予定されております。ま

た、このような動きに呼応しまして、半導体

関連企業の集積が着実に進んでおり、これを

将来の熊本の発展につなげることが県の重要

な役割と認識をしております。 

 喫緊の課題であります人材確保に向けまし

ては、「くまもとで働こう」推進本部におい

て、課題解決に向け、全庁的に取組を推進し

ています。 

 また、本年６月、本県と宮城県が、半導体

関連産業の新たな拠点形成に向けまして、人

材不足など共通の課題解決に取り組む産業拠

点形成連携“絆”特区として指定されまし
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た。 

 この特区を活用して、半導体・ＩＴ関連の

外国人材が入国する際の在留資格の審査期間

を短縮する制度を導入し、産業集積を支える

外国人材の受入れの円滑化を図ります。 

 なお、この制度を実施するには、国から区

域計画の認定を受けることが必要ですが、年

内にも認定される予定でありますので、本定

例会に関連予算を提案しております。 

 このほか、台湾や韓国、香港など東アジア

地域を中心に熊本空港への就航が相次いでお

り、来年２月には、国際定期便が過去最多の

週43便となる予定です。さらに、阿蘇くまも

と空港では、定期旅客便で初の輸出が実現

し、球磨焼酎が台湾へと出荷されました。今

年10月の組織改編で商工労働部所管となりま

した販路拡大ビジネス課を中心に、海外への

販路開拓にも注力をしてまいります。 

 それでは、今回提案しております商工労働

部の議案の概要につきまして御説明申し上げ

ます。 

 資料の20ページをお願いいたします。 

 令和６年度11月補正予算では、補正額(Ｂ)

欄の下段にございますとおり、一般会計で総

額266万円余の増額補正をお願いしておりま

す。 

 主な内容といたしましては、国の脱炭素先

行地域に選定されました阿蘇くまもと空港周

辺地域ＲＥ100産業エリアの創造の事業計画

に位置づけられた地域エネルギー会社への出

資等でございます。 

 そのほか、繰越明許費が３件、債務負担行

為の追加や変更が５件ございます。 

 また、資料20ページの補正額追号分(Ｃ)の

欄にございますとおり、一般会計で総額

6,445万円余の増額をお願いしております。

内容としましては、給与改定分でございます。 

 最後に、その他報告としまして、くまもと

新時代共創基本方針及び総合戦略の策定や

「くまもとで働こう」推進本部会議について

など、合わせて６件御報告いたします。 

 以上が今回提出しております議案等の概要

でございます。 

 詳細は、関係課長から説明いたしますの

で、御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。 

 

○西山宗孝委員長 続いて、担当課長から順

次説明をお願いいたします。 

 

○大村商工政策課長 商工政策課です。 

 説明資料の21ページをお願いします。 

 ２段目に記載の労政総務費の補正66万円余

は、本年６月に指定された連携“絆”特区を

活用し、半導体・ＩＴ分野に係る外国人材の

在留資格審査の迅速化のため、県が国に代わ

り雇用先等企業の経営状態の確認を行うため

の経費です。 

 従来の審査は、採用決定後に国に申請しま

すが、あらかじめ県から経営状態の確認を受

けておくことで、１～３か月が目安とされて

いる審査が、１か月程度を目途に処理される

ことになり、外国人材の円滑な受入れが期待

されます。 

 説明は以上でございます。 

 

○時田労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 資料26ページをお願いいたします。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 右側上段の熊本県職業能力開発施設拠点化

推進事業でございますが、県立高等技術専門

校の管理・教室棟及び総合建築科１年実習棟

の改修工事につきまして、入札不調により工

事開始が遅れたため、工期の全体スケジュー

ルが後ろ倒しとなり、年度内の完了が困難な

ことから繰越しを行うものでございます。 

 下段の技術短期大学校管理運営費でござい

ますが、県立技術短期大学校の施設改修工事

につきまして、民間建設需要の高まりによる
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資材調達の遅れにより、年度内の事業完了が

見込めないため、繰越しを行うものでござい

ます。 

 27ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の追加でございます。 

 １段目のしごと相談・支援センター関係業

務でございますが、求職者等に対する就労支

援のためのキャリアカウンセリングを実施す

るなど、ハローワークと一体となって、水道

町でこのセンターを運営しておりますが、年

度内に契約手続を行う必要があることから、

債務負担行為を設定するものでございます。 

 ２段目の障がい者特別委託訓練業務でござ

いますが、身体障害者の方や精神障害者の方

を対象としたＩＴ関連の訓練業務を民間事業

者に委託して実施するものでございます。 

 令和７年度から８年度の２か年の訓練期間

となるため、年度内に入校手続を行う必要が

あることから、債務負担行為を設定するもの

でございます。 

 28ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の変更でございます。 

 上段の職業能力開発拠点整備事業でござい

ますが、当初予算で建物工事に係ります債務

負担行為を設定しておりますが、今回の変更

内容は、技能振興センターで実施する技能検

定試験に使用しますフォークリフトを調達す

る必要があることから、契約事務の標準期間

を考慮いたしまして、債務負担行為の変更を

行うものでございます。 

 下段の離職者訓練等委託業務でございます

が、高等技術専門校で実施します離職者の方

を対象とした職業訓練のうち、当初予算で債

務負担行為を設定した令和６年度に開始する

訓練コースに加えまして、今回は、令和７年

度に開始する複数年にわたります訓練コース

につきまして、債務負担行為の変更を行うも

のでございます。 

 労働雇用創生課は以上でございます。 

 

○荒木産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 31ページをお願いいたします。 

 繰越明許費でございます。 

 運営管理費として、産業技術センターにお

ける照明のＬＥＤ化工事に係る経費を7,798

万円余計上しております。 

 これは、令和６年度から令和７年度までの

２か年の債務設定を行っておりますが、現

在、営繕課において、一般競争入札に向けて

準備を行っている段階であり、本年度分の事

業完了が見込めないことから、繰越明許費の

設定をお願いするものでございます。 

 産業支援課は以上でございます。 

 

○吉澤エネルギー政策課長 エネルギー政策

課です。 

 32ページをお願いします。 

 ２段目の工鉱業振興費の説明欄の１の(1)

ＲＥ100電力供給・利用促進事業で200万円の

増額をお願いしております。 

 国の脱炭素先行地域に阿蘇くまもと空港周

辺地域ＲＥ100産業エリアの創造が選定され

ておりますが、その事業計画にも位置づけら

れております再生可能エネルギーを集約して

企業に供給するために必要となります地域エ

ネルギー会社への出資金でございます。 

 事業の概要等につきましては、後ほどその

他報告事項で御説明させていただきます。 

 エネルギー政策課は以上です。 

 

○宮﨑販路拡大ビジネス課長 販路拡大ビジ

ネス課です。 

 説明資料の35ページをお願いします。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 産業展示場施設改修事業で1,800万円余の

繰越しを計上しております。 

 これは、令和８年度に予定しているグラン

メッセ熊本の改修工事に向けた設計業務委託

の経費ですが、設備内容の検討や設計等に不
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測の日数を要するおそれがあるため、繰越明

許費の設定をお願いするものでございます。 

 販路拡大ビジネス課は以上です。 

 

○西山宗孝委員長 次に、観光文化部長から

総括説明を行い、続いて、担当課長から順次

説明をお願いいたします。 

 

○倉光観光文化部長 観光文化部でございま

す。 

 観光文化部関係の議案の説明に先立ちまし

て、観光文化部に関する最近の取組について

御説明申し上げます。 

 10月15日付で、観光と文化芸術の振興を一

体的かつ戦略的に推進するため、観光文化部

が新設されました。文化芸術の魅力発信や担

い手育成などに取り組むとともに、本県観光

の振興につなげてまいります。 

 10月13日には、国際サイクルロードレー

ス、マイナビ ツール・ド・九州2024、熊本

阿蘇ステージが開催され、昨年度を上回る約

４万人の観戦がありました。先月の国際バド

ミントン大会、熊本マスターズジャパン2024

でも昨年度を上回る約２万人の観戦があり、

両大会とも盛況のうちに終えることができま

した。議員の先生方はじめ関係者の皆様には

大変お世話になりました。ありがとうござい

ました。 

 また、スポーツ施設の整備方針について

は、整備方法や運用コスト、経済波及効果な

どを踏まえて、方向性の整理を行ってまいり

ます。 

 スポーツ、観光、文化芸術の振興を通じ

て、県民の心の豊かさや充実した生活を実現

するとともに、国内外へ熊本の魅力を発信

し、交流人口の拡大及び地域や経済の活性化

にしっかりとつなげてまいります。 

 それでは、観光文化部関係の議案の概要に

ついて御説明申し上げます。 

 資料36ページをお開きください。 

 令和６年度11月補正予算では、補正額(Ｂ)

の欄にございますとおり、一般会計で449万

円余の増額補正をお願いしております。 

 内容としましては、ＪＲグループと連携し

た熊本デスティネーションキャンペーンの実

施に向けた事務局設置等に要する経費でござ

います。県内全域の観光需要の底上げに資す

るよう、各市町村と連携しながら取り組んで

まいります。 

 また、明許繰越しの設定を３件、債務負担

行為の追加を２件、その他報告として、次期

ようこそくまもと観光立県推進計画の策定に

ついて御報告いたします。本計画は、県の観

光施策推進のための基本計画であり、計画に

沿って着実に取組を進めてまいります。 

 詳細については、この後担当課長から御説

明いたしますので、御審議のほどよろしくお

願い申し上げます。 

 

○西山宗孝委員長 続いて、担当課長から順

次説明をお願いいたします。 

 

○佐方観光文化政策課長 観光文化政策課で

す。 

 資料の38ページをお願いいたします。 

 繰越明許費の設定でございます。 

 上段の県立劇場施設整備費は、令和８年度

に実施予定の大規模改修工事の設計と現在実

施中の駐車場舗装工事に要する経費です。 

 大規模改修工事の設計は、来年度まで実施

するため、また、駐車場舗装工事は、伐採す

る樹木の選定に不測の日数を要し、年度内に

完了することが困難になったため、繰越明許

費の設定をお願いするものです。 

 中段の伝統工芸館施設改修事業は、伝統工

芸館の改修工事に要する経費です。 

設計変更等による工期延長など、不測の事

態に対応するため、繰越明許費の設定をお願

いするものです。 

 最後に、下段の熊本地震震災ミュージアム
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中核拠点整備事業は、南阿蘇村にあります熊

本地震震災ミュージアムＫＩＯＫＵ敷地内の

旧施設の解体工事及び排水対策工事に要する

経費です。 

 自然災害等による工期延長など、不測の事

態に対応するため、繰越明許費の設定をお願

いするものです。 

 観光文化政策課は以上です。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課です。 

 資料の39ページをお願いいたします。 

 観光費につきまして、449万円余の増額補

正をお願いしております。 

 ２の観光客誘致対策費でございます。 

 新規事業の観光誘客プロモーション推進事

業は、令和８年夏、ＪＲグループと連携した

熊本デスティネーションキャンペーンの実施

に向けた事務局の設置等に要する経費として

増額をお願いするものです。 

 続きまして、40ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の追加でございます。 

 上段の観光統計パラメータ調査事業は、本

県における観光客の動向を的確に捉え、今後

の施策展開を行う上での検討材料とするた

め、観光入り込み客の実数や訪問地、観光消

費額等について、県内の主要な観光地13か所

で、対面により聞き取り調査を行うものでご

ざいます。 

 本調査に係る業務を令和７年４月から実施

するために、年度内に委託契約の事務を行う

必要があることから、債務負担行為の設定を

お願いするものです。 

 下段の多言語コールセンター運営事業は、

宿泊施設、観光施設等における外国人旅行者

との円滑なコミュニケーションをサポートす

るための24時間365日対応の多言語コールセ

ンターの運営に要する経費でございます。 

 本事業を令和７年４月から実施するため

に、年度内の委託契約の事務を行う必要があ

ることから、債務負担行為の設定をお願いす

るものでございます。 

 観光振興課は以上です。 

 

○西山宗孝委員長 次に、企業局長から総括

説明を行い、続いて、担当課長から説明をお

願いいたします。 

 

○深川企業局長 企業局でございます。 

 今回提出しております議案の説明に先立ち

まして、企業局所管の電気、工業用水道及び

有料駐車場の各事業の今年度の現在までの状

況につきまして御説明申し上げます。 

 まず、電気事業につきましては、降雨量に

も恵まれたことから、ＦＩＴ適用の主要４発

電所を中心に発電が順調に推移し、現時点で

目標供給電力量を20％近く上回る実績となっ

ております。 

 次に、工業用水道事業につきましては、多

くの未利用水を抱える有明、八代の工業用水

道におきまして、半導体企業への新規工業用

水道事業の推進も含め、引き続き給水企業の

拡大に努めてまいります。 

 最後に、有料駐車場につきましては、コロ

ナ禍で減少しました利用台数もコロナ禍前と

同水準まで回復しております。また、７月か

らは、障害者割引制度を導入するなどサービ

ス向上に努めているところであり、引き続き

指定管理者と連携し、利便性の向上と積極的

な広報を通じて、さらなる利用推進に努めて

まいります。 

 なお、今年度も地域貢献の一環として、来

年２月開催の熊本城マラソンにおいて、駐車

スペースの一部を更衣室や休憩所として提供

することとしております。 

 それでは、本日御審議いただく議案でござ

いますが、冒頭提案分の電気事業会計補正予

算として、債務負担行為の設定２件をお願い

するものです。 

 詳細につきましては、総務経営課長から御
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説明いたします。 

 なお、追加提案分といたしまして、３つの

事業会計の補正予算がございますが、いずれ

も人事委員会勧告を踏まえた給与改定に伴う

職員給与費の増額補正でございます。先ほど

環境生活部から説明がありましたとおり、こ

ちらの説明は省略させていただきます。 

 以上、御審議のほどよろしくお願いいたし

ます。 

 

○西山宗孝委員長 続いて、担当課長から説

明をお願いいたします。 

 

○馬場総務経営課長 総務経営課でございま

す。 

 企業局の予算関係議案の内容につきまして

御説明いたします。 

 令和７年度以降分の債務負担行為の設定で

ございます。 

 説明資料の46ページをお願いいたします。 

 電気事業会計に係る債務負担行為の設定に

ついて御説明いたします。 

 企業局所有施設等管理業務として、発電総

合管理所の建物清掃委託、幸野ダムのゲート

等点検業務委託の２件でございます。 

いずれも来年度の４月１日から業務を開始

するため、今年度中に一般競争入札により契

約を締結する必要があることから、今議会に

おいて限度額2,586万円余の債務負担行為の

設定をお願いするものでございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○西山宗孝委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、議案等について質疑を受け

たいと思います。 

 なお、質疑は、該当する資料のページ番

号、担当課と事業名を述べてからお願いいた

します。 

 質疑を受けた課は、課名を言って、着座の

まま説明をしていただきたいと思います。 

 また、発言する際には、マイクに向かって

明瞭に発言いただきますようお願いいたしま

す。 

 それでは、質疑はありませんか 

 

○鎌田聡委員 すみません。ちょっと教えて

ください。 

 ７ページのくまもとゼロカーボン推進事業

で、県有施設に再エネ設備導入を行う事業者

に対する補助というのは、どういう形でやら

れるんでしょうか。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 この事業は、県の施設、例えば庁舎の駐車

場、こちらにカーポートを設置しまして、そ

の屋根に太陽光パネルを設置する。この設置

するのは、県ではなくて民間の事業者でござ

いまして、民間事業者が県の土地あるいは施

設を利用する形で太陽光パネルを設置しまし

て、そこで発電された電気を県が買い取ると

いう仕組みになっております。 

 

○鎌田聡委員 じゃあ、あくまでも民間が設

置をして、その電気を県が買うということで

の、これは補助の経費ということなんですよ

ね。 

 

○原田環境立県推進課長 こちらで計上して

おります金額といいますのは、この民間事業

者が全額出して設置しまして、それに対する

全額といいますか、補助率は２分の１でござ

いますけれども、太陽光パネルにつきまして

は。国のほうが２分の１をこの事業者に対し

て補助するという形になりまして、県の費用

からの持ち出しはないというものでございま

す。 

 

○鎌田聡委員 買取りは買い取りますけれど

も、設置費用に対してのこれは補助というこ
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とで理解しとってよかですね。 

 

○原田環境立県推進課長 はい。こちらは、

太陽光パネルを設置するための費用に対する

補助ということでございます。 

 

○鎌田聡委員 ちなみに、もう結構こういっ

た県有施設、大分入ってるんですか。今回初

めてなんですか。 

 

○原田環境立県推進課長 こちらは、令和５

年度からこの事業を開始しておりまして、５

年度につきましては３つの施設、具体的に

は、球磨の総合庁舎、それから芦北の総合庁

舎、そして県南広域本部、この３か所に設置

しております。 

 今年度、令和６年度につきましては、宇城

総合庁舎、それからこども総合療育センタ

ー、それから環境センター、この３か所で設

置しておりまして、これは、来年度以降も、

この設置が可能な施設について可能性を探っ

て、また拡大を図っていきたいと考えており

ます。 

 

○鎌田聡委員 分かりました。またこういっ

た取組も進めながら、しっかりやっていただ

きたいと思います。よろしくお願いします。 

 

○西山宗孝委員長 ほかにありませんか、質

疑。 

 

○城下広作委員 ちょっと詳しく確認させて

いただきたい部分で、39ページの例の新規事

業で、観光誘客プロモーション推進事業です

ね。ＪＲとの連携ということで、これをもう

ちょっと詳しく教えてもらえないですか。ど

ういうものをするために設置をするという、

準備をするんでしょうけれども、どういう事

業なのか。どういうふうにＪＲとやって誘客

につなげていくのかという、その狙いの分を

ちょっと教えてください。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 このデスティネーションキャンペーンと申

しますのは、ＪＲグループ６社と地方自治

体、そして地域の観光関係者が協力をして実

施します国内最大規模の観光キャンペーンで

ございまして、令和８年の夏、熊本地震から

の復興10年としまして、熊本県で開催するこ

とが決まったものでございます。 

 このキャンペーンでは、ＪＲグループ６社

と全国の各旅行会社が連携いたしまして、熊

本県の観光情報の発信、そして熊本県を目的

といたします旅行商品の造成を集中的に行い

まして、ＪＲが持つ鉄道網を生かした送客

力、それで熊本に大量に送客をしていただく

というものでございます。 

 そのために、来年度以降中心になるかと思

いますけれども、本県では、市町村や観光関

係者と連携を図りながら、観光資源の磨き上

げ、それと周遊ルートづくりに取り組みまし

て、おもてなし力の向上を図り、そして、機

運醸成を図りながら、受入れ体制の整備を進

めまして、県内各地に多くの方々がお越しい

ただくように取り組むというものでございま

す。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 例えば、熊本に誘客を推進

するというときに、どちらかというと、県側

の発想でこういうふうにやってもらいたいと

いうふうにＪＲに言うのか、ＪＲがもともと

持っているノウハウを、こういうふうにした

ほうがいいんじゃないかとかという、どちら

のほうが大きいんでしょうか。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 やはり熊本県各地に多くの観光資源がござ
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います。当然、ＪＲグループも、観光事業、

観光地は当然御存じだと思いますけれども、

多くの観光資源ございますので、それを磨き

上げて、そちらを旅行会社にもしっかり知っ

ていただいて、それと、ＪＲのいわゆる鉄道

とタッグを組んだ形で送客をしていただくと

いう形を考えておりますけれども、当然、Ｊ

ＲもＪＲで強みがあると思いますので、そち

らも生かしながら、両方で送客を進めていき

たいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 そうすると、どうしてもＪ

Ｒの軌道があるところの流れの分では非常に

利用しやすいとなるけれども、鉄道にあまり

縁がないところにその恩恵があるのかなとい

う、熊本全体の観光のときに、その辺が逆に

言えば心配する声も出てくるかもしれないで

すね。これはどういうふうに考えていきます

か。 

 多分、均衡ある県土の発展ということで、

観光もそういうふうに平等にしていかないか

ぬでしょうけれども、やっぱり鉄軌道の便利

なところと離れているところでは、若干その

辺がやっぱり考えることもちょっと難しい部

分があるのかなと。これはどうなんでしょう

かね。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 ＪＲグループの鉄道網、こちらは、人吉・

球磨地域は肥薩線もまだ復旧してないという

ふうなこともございます。これはＪＲの鉄道

があるところだけではございませんので、そ

ういった鉄道がないところにつきましては、

ＪＲの駅を起点としまして、ほかの交通の結

節点等からの二次交通、これを充実させてい

く。これが１つ、その送客に向けた課題と思

っておりますので、これからしっかり各関係

機関、交通事業者とも連携を図りながら、鉄

道の沿線だけではなくて、しっかりと各地域

にお越しいただけるように取組を進めてまい

りたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 この冠が、ＪＲグループと

の連携というのがあるもんだから、どうして

も、そこに何かこうプラスというか、なって

しまうといけないなと。やっぱり観光も、県

全体で、ある意味では、このメリットを享受

できなきゃいけないというふうに、声も高

く、希望もあるでしょうから、ぜひ、それも

踏まえて頑張っていただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○西山宗孝委員長 ほかにありませんか。 

 

○立山大二朗委員 すみません。35ページで

産業展示場施設改修事業、グランメッセの改

修ということで先ほどお話伺いましたが、ち

ょっとここの中身について教えていただけれ

ばと思います。 

 

○宮﨑販路拡大ビジネス課長 今回のグラン

メッセの改修工事につきましては、主に電気

設備を中心とした改修を実施する予定として

おります。 

 以上でございます。 

 

○立山大二朗委員 電気設備ですか。すみま

せん、ちょっと細かい話で恐縮なんですけれ

ども、グランメッセのいろんなイベントをす

る際に、結構扉の開きが悪かったり、ストッ

パーが利かない等で、搬入が非常にしづらい

というお話をいろんな業者さんとかからも聞

くんですけれども、そこら辺把握されてます

でしょうか。 

 

○宮﨑販路拡大ビジネス課長 今おっしゃっ

た件につきましては、細かいところまではち
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ょっと把握しておりませんので、指定管理者

のほうと一度協議した上で、対応については

検討したいと考えております。 

 

○立山大二朗委員 本当に細かい話で恐縮な

んですけれども、結構、やっぱりそこら辺

も、グランメッセでこれからいろんなイベン

トも半導体関連のものも増えてきますので、

そういったお声があるというところを、指定

管理者だけではどうしても対応できないとこ

ろですから、酌み取っていただければありが

たいかなと思います。 

 以上です。 

 

○西山宗孝委員長 要望して。 

 

○立山大二朗委員 要望させていただきま

す。 

 

○西山宗孝委員長 ありがとうございます。 

 ほかにありませんか。 

 なければ、以上で質疑を終了いたします。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号、第４号、第34号及び

第39号から第41号までについて、一括して採

決をしたいと思いますが、御異議ありません

か。 

  (｢なし」と呼ぶ者あり) 

○西山宗孝委員長 御異議なしと認め、一括

して採決をいたします。 

 議案第１号外５件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

   (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○西山宗孝委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外５件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りをいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

   (｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○西山宗孝委員長 御異議なしと認め、その

ように取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申出が11件あっておりま

す。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、報告をお願いいたします。 

 

○木原環境政策課長 環境政策課です。 

 報告資料①を御覧いただけますでしょう

か。 

 熊本県地下水保全推進本部についてでござ

います。 

 今年５月に設置しました当推進本部では、

５月27日に第１回、先月28日に第２回本部会

議を開催しました。 

 本日は、この第２回本部会議を中心に御説

明します。 

 第２回本部会議では、ページ中央の３、第

２回推進本部会議の概要に記載の(報告事項

２)として、(1)から(7)の取組状況を報告し

ました。 

 (1)地下水位をリアルタイムで確認できる

体制につきましては、セミコンテクノパーク

と県庁敷地に設置している２か所の観測井戸

の地下水位を、今月下旬から県ホームページ

においてリアルタイムで発信する予定です。

さらに、来年３月までにセミコンテクノパー

ク周辺の観測井戸１か所も追加する予定で

す。 

 (2)新規工業用水道事業につきましては、

令和９年度の給水開始を目指し、現在、浄水

場や管路の基本設計等を行っております。 

 (3)流域水循環シミュレーションシステム

につきましては、現在、ＪＡＳＭ第２工場を

含む新たな開発に伴う地下水への影響につい

てシミュレーションを行っています。その結
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果につきましては、次回、第３回本部会議で

公表する予定です。 

 (4)ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡは、今年度、県で

は、９月までに熊本市内を除く県内の地下水

及び河川73地点で調査を行いました。その調

査結果は、10月に公表し、全ての地点で暫定

指針値50ナノグラム・パー・リットルの超過

はありませんでした。 

 水道につきましても、ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡ

の検査実施状況等を調査し、今年度上期まで

の調査で、暫定目標値50ナノグラム・パー・

リットルの超過は、公表いたしました東海大

学阿蘇くまもと臨空キャンパスの専用水道１

件のみで、この１件も、その後の再検査の結

果、暫定目標値を下回ったことを確認してお

ります。 

 裏面をお願いいたします。 

 (5)河川及び地下水の水質測定は、水質汚

濁防止法に基づく調査で、これまでは調査実

施の翌年度秋に調査結果を公表しておりまし

たが、河川については、今年９月から四半期

ごとに年４回、地下水については、今年11月

から当該年度に年１回、速報値の段階で県ホ

ームページでの公表を開始しました。 

 その下の(6)規制外物質の環境モニタリン

グにつきましては、ＪＡＳＭ第１工場の本格

稼働前後で比較できるようモニタリングを実

施しております。 

 (7)台湾訪問の調査結果でございますが、

先月、庁内関係所属の職員が、台南市、高雄

市にある南部サイエンスパークの管理局とＴ

ＳＭＣ南科再生水工場、台南市及び高雄市政

府の４か所を訪問し、台湾で導入されている

水再生処理システムの視察等を行いました。 

 このうち、南部サイエンスパーク管理局と

ＴＳＭＣ南科再生水工場につきましては、経

済環境常任委員会の管外視察に同行させてい

ただきまして、誠にありがとうございまし

た。 

 今回の視察で得た知見を基に、本県での水

再生処理システムの導入可能性について検討

を進めてまいります。 

 最後に、その下の報告事項３でございます

が、来年２月末に第３回本部会議を開催予定

で、資料に記載の内容について報告をいたし

まして、意見交換を行う予定としておりま

す。 

 本日御説明しました第２回本部会議の資料

は、次ページ以降に添付しております。詳細

につきましては、そちらを御参照いただけれ

ばと思います。 

 環境政策課は以上です。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

す。 

 報告資料の②番、次期熊本地域地下水総合

保全管理計画の策定についての御報告でござ

います。 

 左側の現行計画の概要を御覧いただきたい

と思います。 

 この計画の目的ですが、平成10年代の後半

に熊本地域で地下水位の低下や硝酸性窒素等

による汚染が見られるなどをしたことを受け

まして、住民や事業者、行政が一体となって

取り組む共通の地下水保全目標を設定しまし

て、それぞれの役割の中で、地下水保全の取

組を通じて、水量、水質の両面で地下水を管

理することとしております。 

 計画期間は、平成21年度から今年度までの

16年間となっておりまして、計画を着実に実

行するため、３期に分けて行動計画を策定し

ておりまして、策定の主体は、熊本県と熊本

地域の11市町村となっております。 

 なお、地下水の令和６年度の目標涵養量は

3,800万立方メートルとしておりましたが、

昨年度、令和５年度におけます実績としまし

ては3,100万立方メートルでした。 

 今年度につきましては、白川中流域におけ

ます冬期湛水を始めたことによりまして、涵

養の実績が大幅に増加する見込みでございま
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して、その結果、目標は、今年度の3,800万

立方メートル、この目標を達成される見通し

でございます。 

 その一方で、地下水の取水の量でございま

すが、令和６年度の目標としましては、１億

6,550万立方メートルを設定しておりまし

た。これに対しまして、令和４年度におけま

す実績としましては、１億6,133万立方メー

トルでした。 

これは、計画策定時にベースとしました平

成18年度時点の採取量と比べましても、2,48

4万立方メートル削減しているということに

なっております。 

 このように、水の収支を意識しました目標

に向けて取組を進めた結果、県の観測井戸に

おける地下水位は回復傾向となっておりま

す。 

 また、地下水質の保全につきましては、令

和４年度の実績で13％の井戸で硝酸性窒素の

環境基準超過が見られています。この濃度

は、横ばいから微減傾向にはございますが、

一部の井戸では上昇しているという状況でご

ざいます。 

 次に、右側をお願いします。 

 次期計画の策定について御説明します。 

 課題としましては、半導体関連企業の集積

で農地の減少が見込まれておりまして、計画

策定の前提となる地下水の現状を捉え、なる

べく正確な水収支のシミュレーションを行う

ためには、土地利用等の長期的な将来予測の

見通しをできるだけ把握する必要がございま

す。 

 また、進出企業の地下水採取等によります

影響を不安視する声がある中で、県としまし

ては、正しい情報を県民に伝え、取組を推進

していくことが必要となっております。 

 そのため、次期計画では、主に次の方向性

で策定の検討を進めることを関係市町村と確

認をしております。 

 まず、ＪＡＳＭの第１工場の本格稼働時の

企業の集積や周辺開発の状況を適切に捉える

ため、水収支の算定の時期につきましては、

従来は令和５年度にこの水収支の算定を予定

しておりましたが、これを今年度、令和６年

度へと変更いたしました。それに伴いまし

て、現行計画を１年間延長しまして、来年度

の令和７年度に策定することとしておりま

す。 

 また、今回、従来の長期的な目標に代わる

ものとしまして、新たに熊本地域が目指す長

期ビジョンであります地下水保全の将来像を

設定する予定でございます。 

 さらに、今後、ＪＡＳＭ第２工場の稼働や

第３工場進出ケースの影響など、企業による

水需要や開発による涵養への影響に伴う水収

支の変動等を見極めていく必要がございます

ので、現行の計画期間は16年となっておりま

すが、次期の計画は５年間とする方向で検討

しております。 

 現在、関係市町村と計画策定に向けた協議

を行っておりますが、地域住民や事業者、行

政が、それぞれ当事者意識を持ち、地下水を

大切にする機運の醸成につながるよう、県と

しても、関係各位と連携し、県議会や県民の

皆様の御理解をいただきながら、様々な取組

を推進してまいりたいと思います。 

 環境立県推進課は以上です。 

 

○廣畑環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 報告資料③をお願いいたします。 

 第２期熊本県水道ビジョンの策定について

御報告させていただきます。 

 まず、１、ビジョン策定の目的についてで

ございますが、国の新水道ビジョンを踏まえ

まして、水道事業が持続して安全で良質な水

道水を安定的に供給するために目指すべき方

向性等を示すため、第１期熊本県水道ビジョ

ンを平成26年度に策定しております。 

 この第１期ビジョンが、令和５年度に目標
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年度を迎えたほか、自然災害の発生、半導体

関連企業の集積など社会情勢の変化に対応す

るため、令和５年度から第２期熊本県水道ビ

ジョンの策定を進めているところでございま

す。 

 なお、第２期ビジョンの目標年度は、令和

15年度としております。 

 次に、２、ビジョンの概要についてでござ

いますが、第１期ビジョンの基本方針を踏襲

しまして、第２期ビジョンでも、安心、安全

な水道、災害等に強い強靱な水道、将来も持

続する水道の３つの方針の下、課題への対応

を進めてまいります。 

 まず、安全についてですが、県内でＰＦＯ

Ｓ及びＰＦＯＡの目標値超過が確認されるな

どの新たな課題に対しましては、水質監視な

どの強化に取り組んでまいります。 

 次に、強靱についてですが、水道管の老朽

化の進行や耐震化の遅れに対しましては、ア

セットマネジメント、これは長期的視野に立

った資産管理の手法を言いますが、この実施

を推進し、計画的な水道管更新や耐震化をよ

り一層推進してまいります。 

 次に、持続についてですが、水道事業の経

営状況のさらなる悪化や職員の人員不足など

の課題に対しては、水道料金の適正化やウオ

ーターＰＰＰ、このＰＰＰとは、パブリッ

ク・プライベート・パートナーシップの略で

ございまして、官民連携という意味でござい

ます。この官民連携の導入検討、県水道広域

化推進プランに基づく広域化を推進してまい

ります。 

 次に、３、フォローアップについてです

が、今回策定する第２期ビジョンでは、市町

村等における取組について、進捗管理表によ

る進捗把握やヒアリングによる課題把握を実

施するとともに、市町村等の実情に応じ、寄

り添いながら支援してまいります。 

 また、第２期ビジョン５年目には、中間評

価及び見直しを行いまして、最終年度には、

第２期ビジョンの総括及び最終評価を行った

上で、第２期後の施策等の検討を実施するこ

ととしております。 

 次に、４、ビジョン策定の経緯と今後の予

定についてでございますが、令和５年度か

ら、第４回ビジョン策定委員会での議論及び

市町村等への意見照会等を踏まえまして、第

２期ビジョンを策定し、本年10月から11月に

かけまして、パブリックコメントを実施して

おります。 

 なお、第２期ビジョンにつきましては、令

和７年２月頃までに策定、公表の予定です。 

 ２ページ目をお願いいたします。 

 Ａ３のカラー資料になります。 

 第２期ビジョン案の概要を添付しておりま

す。主な内容は、先ほど御説明したとおりで

ございます。 

 第２期ビジョン案の構成につきましては、

左上の１、策定の目的に始まりまして、２、

現状分析、課題抽出、実現方策、そして、右

下の３、フォローアップとしております。 

 環境保全課は以上でございます。 

 

○村岡循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 報告資料の④の差し替え版をお願いいたし

ます。 

 地下水におけるＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ指針

値超過についてです。 

 今週新たな調査結果が報告されましたの

で、本資料に差し替えさせていただいた上

で、最終処分場周辺におけるＰＦＯＳ及びＰ

ＦＯＡの調査結果について御説明いたしま

す。 

 まず、１、経緯等ですが、ＰＦＡＳへの県

民の関心が高いことから、当課で毎年行って

おります産業廃棄物最終処分場の調査におい

て、今年度は、ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡを項目

に新たに追加し、調査を実施いたしました。 

 ２、調査結果等について御説明いたしま
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す。 

 まず、(1)19施設の地下水及び河川等の調

査結果ですが、表に記載のとおり、地下水に

ついては、３施設の井戸で指針値１リッター

当たり50ナノグラムを超過しましたが、その

他の施設は指針値以下であることを確認して

おります。周辺の河川及び一部の海域では指

針値超過は見られませんでした。 

 これらのことから、16施設では周辺環境へ

の影響は特段見られないことを確認しており

ます。 

 次に、２ページ、(2)指針値超過施設の調

査結果を表に取りまとめております。 

 管理型最終処分場であるエコアくまもとの

敷地内の監視井戸の上流、ナンバー４で73、

同じく上流側ナンバー６で88、下流側ナンバ

ー２で200と指針値を超過しておりました。 

 また、安定型最終処分場では、同じ南関町

にある民間の最終処分場①の敷地内の監視井

戸で85が検出されました。民間処分場②の敷

地内の監視井戸では130が検出されました。 

 地下水が指針値を超過したこれら３施設に

ついては、後ほど御説明しますが、処分場内

の水質及び日常の管理状況等から最終処分場

からの水が原因ではないことを確認しており

ます。 

 なお、以下の理由により、民間処分場①及

び②の名称及び所在地は非公表としておりま

す。 

 まず、立地する市町村への連絡、半径500

メーター程度の周辺住民、事業所への周知は

実施済みです。 

 次に、ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡについては、

廃棄物処理法上の規制、基準がなく、また、

今回の調査は、県の依頼に応じた任意の調査

となります。そして、調査結果からは、最終

処分場が地下水の指針値超過の原因と判断さ

れておりません。さらに、民間処分場②につ

いては、所在する地域等が明らかになること

で特定される可能性があり、事業者の最終処

分の営業に支障を来すおそれもあります。こ

のような懸念を抱く事業者の意向も踏まえ

て、地域等の所在につながる情報も非公表と

しております。 

 次に、(3)追加調査結果について御説明い

たします。 

 これは、指針値を超過した井戸から半径

500メーター程度内にある井戸調査の結果と

なります。 

 ア)のエコアくまもと及び民間処分場①に

ついては、表のとおり、全ての井戸で指針値

を下回る結果となっております。 

 なお、これは暫定的な調査結果ですので、

確定された数字が報告されましたら、住民等

の方にお知らせすることとしております。 

 次に、イ)(2)の民間処分場②については、

井戸水の採水が完了し、現在分析中でありま

す。 

 次に、３ページの３、これまでの対応状況

ですが、記載のとおり、指針値超過が確認さ

れた日から直ちに周辺住民等への注意喚起、

井戸水の採取を行い、周辺住民が多い南関町

では住民説明会も実施しております。 

 次に、４、指針値超過の原因ですが、ま

ず、エコアくまもとに関しては、処分場内の

水は、三重の遮水構造により、処分場外への

漏水を防ぐ構造となっており、さらに、万一

漏水した場合でも、漏水検知システムにより

検知される対策がなされております。開業以

来、この漏水検知システムでの漏水は検知さ

れておりません。 

 さらに、６本の監視井戸の水質検査が定期

的に実施されておりますが、開業以来の水質

データからも漏えいの兆候は全く見られませ

ん。 

 これらのことから、エコアくまもとからの

漏水が今回の原因ではないことを確認してお

ります。 

 民間処分場①に関しましては、最終処分場

からの浸透水、これは最終処分場内から流出
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する水のことですが、これが38と指針値を下

回っており、井戸の濃度よりかなり低いこと

から、この処分場からの浸透水が今回の原因

ではないことが確認できております。 

 民間処分場②についても、最終処分場の浸

透水の濃度が地下水濃度130よりもかなり低

いことから、処分場からの浸透水が今回の原

因ではないと判断しております。 

 なお、環境保全課にて、これら３施設の周

辺500メーター範囲の事業所でのＰＦＯＳ及

びＰＦＯＡの使用履歴等の調査を実施中であ

り、原因究明に向けて取り組んでいるところ

です。 

 最後の５、おめくりいただきまして、４ペ

ージになりますが、５の今後の対応としまし

て、まず、エコアくまもと及び民間処分場①

につきましては、追加調査の確定値が判明し

ましたら、住民等に再度お知らせします。 

 民間処分場②につきましては、追加調査結

果の速報、これは暫定的な調査結果でござい

ますが、これが判明いたしましたら、住民等

へ直ちに周知し、結果確定後に再度改めて周

知をいたします。 

 いずれの施設についても、原因究明に向け

た取組を今後も進めてまいります。 

 循環社会推進課は以上です。 

 

○大村商工政策課長 商工政策課です。 

 報告資料⑤をお願いします。 

 新たな県政運営の方針として今議会に提案

しておりますくまもと新時代共創基本方針

と、これと関連しますくまもと新時代共創総

合戦略について御報告いたします。 

 基本方針は、総務常任委員会での付託審議

となっておりますが、県政全般に関連するこ

とから、各常任委員会においても、その概要

を御報告させていただくものです。 

 まず、くまもと新時代共創基本方針につい

ては、県政における最上位計画として、令和

９年度までの４年間の県政運営の基本的な考

え方を示すものです。 

 この方針の策定に当たっては、２、取り巻

く環境の変化にあるとおり、人口の減少、Ｔ

ＳＭＣの県内進出、そして、これを契機とし

た海外との交流の加速化など、昨今の環境変

化に加え、これまでの県の取組成果や課題を

踏まえたものとしています。 

 資料右側の基本理念ですが、「県民みんな

が安心して笑顔になり、持続的で活力あふれ

る熊本の未来を共に創る」としています。そ

の上で、海外との人、物、ビジネスの交流拡

大を念頭に、「世界に開かれた熊本、世界へ

羽ばたく熊本」を副題としました。国際、人

材、共創をキーワードに、各種施策を展開し

てまいります。 

 資料の裏面をお願いいたします。 

 御説明しました基本方針を実現するため、

くまもと新時代共創総合戦略を策定し、具体

的な施策を実施してまいります。 

 施策の柱は、「こどもたちが笑顔で育つ熊

本」、「世界に開かれた活力あふれる熊本」、

「いつまでも続く豊かな熊本」、「県民の命、

健康、安全・安心を守る」の４本です。 

 １番の柱では、こどもまんなか施策や教育

の充実などを記載しています。 

 ２番目の柱では、人材の確保、育成や様々

な産業の振興、交通利便性の向上などを記載

しています。 

 ３番目の柱では、自然環境の保全や地域振

興などを記載しています。 

 ４番目の柱では、緑の流域治水や防災、長

寿社会、安全、安心の地域づくり、水俣病問

題への対応を記載しております。 

 こうした施策について、ＫＰＩを設定しな

がら、着実に取組を推進してまいります。 

 基本方針、総合戦略についての説明は以上

です。 

 引き続きまして、報告事項⑥「くまもとで

働こう」推進本部会議について御説明いたし

ます。 
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 この本部は、１、目的に記載のとおり、県

内各産業界で人手不足が深刻となる中、人材

の育成、確保を図るため、関係部局が連携体

制を構築し、課題解決に向けた取組を推進す

ることを目的として設置したものです。 

 次に、２、推進本部の概要ですが、知事を

本部長として、副知事、関係部長等で構成し

ており、本部の下に関係課で構成する幹事会

を設けています。 

 次に、３、本部会議の概要ですが、これま

で２回本部会議を開催しており、(1)の８月

20日の第１回では、２ポツ目の人手不足の現

状、３ポツ目の人材育成、確保に関連した課

題の共有を行いました。 

 (2)第２回本部会議については、10月25日

に開催しております。第１回の現状、課題を

受けて、企業、自治体等の好事例を共有する

とともに、今後の施策の方向性について議論

をしました。 

 それぞれの会議の概要を、次のＡ３資料の

ほうにまとめておりますので、こちらのほう

を御覧いただきたいと思います。 

 まず、左半分が第１回本部会議の報告事項

の概要です。 

 上段の人手不足の現状ですが、例えば１ポ

ツ目のとおり、熊本商工会議所などのアンケ

ート調査では、75％の企業が人手不足感があ

ると回答され、その右の資料１の表では、業

種別の割合を記載しております。 

 また、最後のポツ及び下の資料２のグラフ

のとおり、令和６年３月末高校卒業者の県内

就職率は66.1％となっており、全国で下から

５番目といった現状がございます。 

 最下段には、人材育成、確保に関連した課

題について、主なものを記載しております。 

 区分の１段目、県内定着では、若者が県外

へ流出することによる県内労働力の減少など

が主な課題となっています。 

 また、２段目の人材育成では、企業に人材

育成のための時間や資金が不足しているこ

と、人材を育成する側の人材不足や高齢化し

ていることなどの課題があります。 

 さらに、４段目、働きやすい職場環境で

は、業務量の多さや職場の人間関係などによ

る離職、長時間労働や不規則な勤務形態とい

った課題もございます。 

 次に、ページの右側でございますが、参考

としまして、第２回本部会議で共有した好事

例の主な取組を記載しております。 

 今回、20以上の企業、団体などから情報提

供をいただきました。その中から一部を抜粋

し、特に特徴的な取組を赤字で表示しており

ますので、後ほど御覧いただければと思いま

す。 

 最後に、１枚目のＡ４資料のほうにお戻り

いただきまして、最下段の４、今後の予定で

ございますが、第２回で議論した今後の施策

の方向性を踏まえ、人手不足の解消に向けた

取組を検討するとともに、好事例について、

県内の企業、団体等に情報提供するなどして

横展開を進めてまいります。 

 説明は以上です。 

 

○田浦商工振興金融課長 商工振興金融課で

ございます。 

 資料⑦令和２年７月豪雨被災事業者の再建

状況等に係る調査結果についてをお願いいた

します。 

 ページをめくっていただきまして、２ペー

ジが調査の概要でございます。 

 本調査は、令和２年７月豪雨被災事業者の

再建状況や現在の経営状況、課題等を把握す

るために実施しております。今回で４回目に

なります。本年９月から10月にかけまして調

査を実施し、回答率は58.7％、721事業者か

ら回答をいただいております。 

 ３ページが事業の再建状況でございます。 

 再建済みが89.4％、再建途中が4.6％とな

っている一方で、公共事業の影響等によっ

て、未再建の事業者が3.5％いらっしゃると
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いう結果でございます。 

 ページをめくっていただきまして、４ペー

ジから５ページが売上げの状況でございま

す。 

 豪雨災害前の状況まで売上げが回復してい

る事業者の割合は、年々増加しております

が、半数近くの事業者は、その水準まで売上

げが回復していないという状況でございま

す。 

 ５ページには、業種ごとの状況を記載して

おりますけれども、売上げが減少している事

業者の割合は、卸と小売業が最も高くなって

おります。 

 ページをめくっていただきまして、６ペー

ジが経営上の課題でございます。 

半数近くの事業者が、原材料、資材、仕入

れ等の価格の高騰を課題として挙げておりま

す。 

 なお、右肩に記載しておりますとおり、課

題解決のため、県の専門家派遣事業を利用し

たいという事業者のために、専門家派遣に向

け、既に支援機関には情報を提供いたしてお

ります。 

 ７ページは、必要とする支援策を聞き取っ

た結果でございます。 

 光熱水費や物価の高騰、仕入価格の高騰、

従業員の確保に対する支援の御要望が多く上

がってございます。 

 ページをおめくりいただきまして、最後８

ページが今後の対応でございます。 

 まず、なりわい再建支援補助金につきまし

ては、公共事業の影響等により、いまだに申

請できていない事業者のために、再建が完了

するまで事業を継続してまいりたいと考えて

おります。 

 また、くまもと型補助金や、先ほど申し上

げました専門家派遣により、事業者の経営改

善、向上を後押ししてまいります。 

 本調査結果につきましては、本日議会に御

報告した後に、市町村や商工団体と共有し、

それらの団体と連携して、引き続き被災事業

者に寄り添った伴走型支援を行ってまいりま

す。 

 商工振興金融課は以上でございます。 

 

○荒木産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 まず、報告事項⑧の熊本県産業成長ビジョ

ンの改定素案の概要について御報告させてい

ただきます。 

 １枚目のＡ４資料を御覧ください。 

 まず、１、改定の背景です。 

 県では、熊本県産業成長ビジョンを令和２

年12月に策定しております。 

計画期間は、令和３年から令和12年の10年

間となっておりますが、本ビジョンは、３年

間を基本として見直しを検討することとなっ

ていますことから、改定に向けて検討を重ね

てきたところでございます。 

 ２、改定のポイントにつきましては、２枚

目のＡ３横の資料で御説明させていただきま

す。 

 朱書きしております箇所が改定ポイントで

ございます。 

 主なものについて御説明させていただきま

す。 

 まず、左側、Ⅰ、第１章、ビジョンの趣旨

と本県の現状等についてです。 

 １の(3)位置づけにつきまして、令和２年

12月の当ビジョン策定後に新たに策定しまし

た半導体産業推進ビジョン、そしてＵＸプロ

ジェクト基本計画を、当ビジョンにおける特

定産業分野の計画として位置づけることとし

ております。 

 次に、資料の真ん中、Ⅱの第２章、社会環

境の変化と本県産業の生かすべき強みについ

てでございます。 

 まず、１、社会環境の変化です。 

 経済安全保障の重要性の増大、人手不足の

深刻化や賃金水準の上昇など、近年の社会環
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境の変化について新たに反映いたします。 

 次に、２、本県産業の生かすべき強みでご

ざいます。 

 (1)ＪＡＳＭ進出決定以降における半導

体・自動車関連産業の集積や(3)県内大学で

の高度な理工系人材の育成を本県産業の生か

すべき強みとして位置づけております。 

 また、(5)阿蘇くまもと空港新ターミナル

ビルの開業を契機とした新大空港構想の推進

や台湾との官民における交流拡大を生かすべ

き強みとして位置づけております。 

 次に、資料の右側、Ⅲで第３章、目指す姿

についてでございます。 

 先ほど説明がありましたくまもと新時代共

創基本方針及び総合戦略との整合を踏まえ、

多様な人材や技術のクロスにより時代を切り

開く価値を創造して、快適で豊かな県民生活

を実現する熊本としております。また、その

実現に向け、県産業技術センター、公益財団

法人くまもと産業支援財団を核とした産業支

援体制の強化を図ることとしております。 

 次に、資料の裏面をお願いしたいと思いま

す。 

 資料の左側、第４章、重点施策についてで

ございます。 

 主なものを御説明いたします。 

 １、先端技術導入等による企業の稼ぐ力の

強化の(3)企業活動環境の整備のうち、①産

業インフラの整備及び企業誘致の推進につい

ては、県営工業団地などのインフラを整備

し、誘致企業と地場企業の交流を促進するこ

とにより、地場企業の成長と取引拡大につな

げてまいります。 

 次に、２、熊本型イノベーション・エコシ

ステムの構築による新産業の創出のうち、①

産学官連携の強化とオープンイノベーション

の促進については、機材の導入や人材の強化

等により、産業技術センターの機能を強化

し、企業に対し、革新的な技術や製品の開発

までを伴走支援する体制を構築してまいりま

す。 

 次に、３、本県の産業を支える人材の育

成、確保の(1)若者の県内定着の推進のう

ち、①次世代を担う産業人材の育成について

は、大学等の教育機関との連携による教育プ

ログラムの充実等により、半導体技術に精通

した人材育成体制の強化を図ってまいりま

す。 

 また、３の(2)域外からの呼び込みによる

多様な人材の確保のうち、③外国人材の確保

と受入れ環境整備については、外国人雇用や

受入れに係る企業向けの相談対応や県内企業

と外国人材のマッチング機会の創出に取り組

んでまいります。 

 最後に、資料右側、第５章、推進体制でご

ざいます。 

 総括指標、重点指標として定める目標値を

上方修正いたします。 

 主なものとして、県内総生産については、

策定時に、年次0.5％成長として、令和12年

の目標を６兆3,600億円としておりました

が、令和３年実績値で既に超えておりますの

で、過去の実績や今後の半導体関連産業の伸

びなどを勘案し、今後は年次3.5％成長を見

込み、目標を８兆円に上方修正いたします。 

 その他、重点指標における製造品出荷額

も、令和４年実績値で既に目標値を超えてお

りますので、同様の理由により、５兆7,000

億円に上方修正いたします。 

 これまでの経済成長を維持するだけではな

く、さらに力強いものとするため、各種施策

に取り組んでまいりたいと考えております。 

 最後に、Ａ４資料のほうにお戻りいただき

まして、３の経緯と今後の予定でございま

す。 

 ３ポツ目ですが、本委員会での報告後、県

政パブリックコメント、そして産業成長ビジ

ョン進捗評価委員会を開催し、２月の県議会

に改定に関する議案を提出させていただく予

定でございます。 
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 報告事項⑧は以上です。 

 続きまして、報告事項⑨ＪＡＳＭ地場調達

ニーズ説明会の開催結果について御報告させ

ていただきます。 

 県では、ＪＡＳＭ進出による波及効果の最

大化を目指しておりますが、今般、その取組

の一つとして、公益財団法人くまもと産業支

援財団とともに、ＪＡＳＭと地場企業との取

引拡大に向けた説明会を開催しましたので、

その概要を御報告いたします。 

 １、開催概要を御覧ください。 

 本説明会では、「半導体ビジネスの発展を

目指した地元企業との協業について」と題

し、主催、くまもと産業支援財団、共催、熊

本県、協力、ＪＡＳＭという体制で開催いた

しました。日時は、11月27日、場所は、熊本

城ホールで実施いたしました。 

 対象業種といたしまして、ＪＡＳＭの現在

のニーズに基づき、メンテナンス、部品、洗

浄、セキュリティーサービス、人材派遣、廃

棄物関連等を対象として実施しております。 

 参加企業につきましては、37社の参加があ

りました。こちらは、ＪＡＳＭの御意向によ

って選ばれた対象業種に該当する県内企業に

参加を呼びかける招待制で実施し、非公開で

の開催となりました。 

 続きまして、２、当日の状況のほうを御覧

ください。 

 説明会は、２部構成で実施いたしました。 

 まず、第１部では、ＪＡＳＭの堀田社長よ

り御講演をいただき、また、ＪＡＳＭの担当

部署より、本県での調達について、これまで

の状況と今後の方針について御説明いただき

ました。 

 続きまして、第２部では、ＪＡＳＭの担当

部署より、現地調達の可能性がある物品やサ

ービス、その採用に至るプロセスについて、

質疑応答を交えながら、詳細に御説明いただ

きました。 

 当課といたしましては、ＪＡＳＭ第１工場

の本格稼働、第２工場の着工など、ＪＡＳＭ

のニーズの変化に応じて、今後も継続的に説

明会の開催ができるよう、ＪＡＳＭに働きか

けていく予定でございます。 

 また、ＪＡＳＭとの直接取引だけではな

く、１次サプライヤー、２次サプライヤー等

との取引拡大にも取り組んでまいります。 

 このほか、半導体サプライチェーン参入に

役立つ情報を提供するセミナーを引き続き開

催し、県内企業の半導体サプライチェーン参

入に向けた取組を強化してまいります。 

 産業支援課は以上でございます。 

 

○吉澤エネルギー政策課長 報告資料⑩をお

願いします。 

 阿蘇くまもと空港周辺地域ＲＥ100産業エ

リアの創造についてです。 

 左の上の枠のところからですけれども、脱

炭素先行地域は、2030年度までに家庭・業務

部門の電力消費に伴いますＣＯ₂排出実質ゼ

ロを目指す地域を環境省が100程度選出され

ます。 

 現在、82まで選出されておりますが、阿蘇

くまもと空港周辺地域ＲＥ100産業エリアの

創造につきましては、令和５年８月に、熊本

では再エネ100％を目指した企業活動が可能

という次の時代を見据えた環境づくりを行う

ことをコンセプトに本県等が提案し、令和５

年11月に選定されています。 

 事業内容については、左側の図の黄色い枠

内が計画の対象エリアですが、下の黄色の丸

のところに書いておりますように、国の財政

支援を受けながら、新たに整備する太陽光発

電等の再エネ電源と既存の再エネ電源を併

せ、また、新たに設立させていただきます地

域エネルギー会社で集約し、エリア内を中心

に再エネ電力を供給する予定です。 

 右の選定証の共同提案者と小売電気事業者

とともに、県がバランスを取るような形で運

営してまいりたいと考えております。 
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 下にスケジュールを記載しております。 

 先ほど説明しました県の出資予算200万円

を提案しておりますが、議決いただければ、

来月にも地域エネルギー会社を立ち上げ、来

年度から供給を開始したいと考えておりま

す。 

 エネルギー政策課の説明は以上でございま

す。 

 

○浦本観光振興課長 観光振興課でございま

す。 

 報告資料⑪をお願いいたします。 

 次期ようこそくまもと観光立県推進計画策

定について御報告させていただきます。 

 ９月の常任委員会で概要を報告させていた

だきましたが、その後のパブリックコメント

や庁内での調整を経て最終案としたものを今

回お手元に配付させていただいております。 

 資料の１、計画の位置づけでございます

が、本計画は、ようこそくまもと観光立県条

例第８条に基づき、観光立県の実現に関する

施策を総合的かつ計画的に推進するための基

本計画として、知事の任期ごとに策定するも

ので、今回の計画は５期目となります。 

 ２の計画の概要でございます。 

 (1)の基本目標ですが、「日常を忘れるひと

とき、心弾む“感動県くまもと”～地域が輝

く、活力に満ちた観光地域づくり～」を掲げ

させていただいております。 

 また、数値目標といたしましては、基準値

でございます2019年の3,220億円に対しまし

て、観光消費額3,750億円を設定させていた

だきます。目標達成に向けましては、観光消

費額単価の上昇、宿泊日数の延長、リピータ

ーの獲得が重要でありますことから、これら

の各指標の状況を把握しながら計画を推進し

てまいります。 

 (3)の計画のポイントでございますが、本

県が観光分野において競争力を高めていくた

めに、観光で地域を活性化させて好循環を促

す持続可能な観光地域づくりの推進と旅行者

の利便性向上、観光関連業者の生産性向上な

どにつながる観光ＤＸの推進を施策の考え方

の根底に据えまして、観光ブランド「くまも

と」の確立を推進し、旅行者の満足度を高

め、観光消費を促す振興策の展開を目指して

いきます。 

 基本的な方針といたしまして、「観光と熊

本の強みを掛け合わせた“くまもとらしさ”

の探求」、「上質な“トキ”と機会の創出」、

「観光産業を柱とした創造的復興の実現」の

３つを掲げまして、４つの戦略に基づき、計

画を推進することとしております。 

 ２ページをお願いいたします。 

 主な取組でございますが、戦略１の観光資

源・コンテンツの魅力向上では、本県の多様

な観光資源のさらなる磨き上げのほか、熊本

の強みでありますアニメ、農林畜水産業とい

った分野と観光を掛け合わせました熊本なら

ではの特別な体験の提供に取り組むほか、周

遊促進や滞在期間の長期化などに向けて取り

組んでまいります。 

 戦略２の戦略的なプロモーションでは、旅

行の前、旅行の途中、そして旅行を終えた後

といったタイミングを捉えまして、ターゲッ

トに届く効果的な情報発信、復興を加速化す

る被災地域への誘客促進に取り組みます。 

 戦略３の受入れ環境整備では、旅行者がス

トレスなく安心して滞在できるよう、多様な

旅行者を受け入れられる環境整備、交通アク

セスの充実、地域住民と観光客の双方に配慮

いたしました満足度の高い観光地域づくりな

どに取り組みます。 

 最後に、戦略４の観光産業基盤強化・活性

化では、持続可能な観光地域づくりを支える

人材の育成や生産性向上等につながるＤＸ導

入などに取り組むこととしております。 

 詳細につきましては、別添２の計画案の概

要及び冊子の本文に記載しておりますので、

後ほど御覧いただければと思っております。 
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 なお、計画につきましては、今回の報告を

経まして、年内の策定、公表を予定しており

ます。 

 説明は以上となります。 

 

○西山宗孝委員長 以上で執行部の報告が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、質疑については、資料番号を述べて

からお願いしたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○城下広作委員 ちょっと２点聞きたいんで

すけれども、１点目は、資料の⑨番です。 

 ＪＡＳＭの地場調達の件でございます。 

 聞くところによると、37社の前提の前に

100を超えるぐらいの企業のリストがあって、

結果的には、今回は37社招待制ということだ

というふうに思いますが、選ばれた方は大変

チャンスがあるという。 

 もともとＪＡＳＭが熊本に来ることによっ

て、幅広い波及効果、このことを望む企業は

たくさんあると思うんですね。その中で、こ

ういう37社が招待制で選ばれたんですけれど

も、これは、さらにまた――これでもう最初

で最後なのか、それ以外にまた対象者が広が

るようなことがあるのか、その可能性がもし

分かれば言っていただきたいと思います。 

 

○荒木産業支援課長 産業支援課でございま

す。 

 今回のＪＡＳＭのニーズ説明会につきまし

ては、第１工場の操業を前に控えました現状

でも、ＪＡＳＭ側のニーズに対する説明とい

う形、業種に関する説明という形になってお

ります。 

 今後、ＪＡＳＭの第１工場の操業開始、そ

れから第２工場といったところを踏まえて、

さらにまた、ＪＡＳＭ側の業種のニーズとい

うのは変わってくるという可能性がございま

す。その状況をＪＡＳＭ側と協議し、その状

況をつぶさに踏まえながら、可能な限りいろ

んな業種のほうで説明会を行っていただき、

さらには、その後の取引拡大につながってい

ただけるように、ＪＡＳＭ側と引き続き協議

を行っていきたいと思います。 

 

○城下広作委員 あんまり細かいことは言い

ませんけれども、このオーダーが向こうから

あったのか、こちら側からこういう業種とい

うのをぜひお願いしたいのかという関係は、

恐らく向こうからのオーダーによって最初は

選ぶというパターンだったろうと思います。 

 ところが、やはりいろんな地場企業は、あ

りとあらゆるところからやっぱり取引ができ

ればという期待はしっかり持っております。

それを、要するに、２次、３次という形で下

請的な入り方というのは、非常にある意味で

は利益的にもよくないから、やはり直で、あ

る意味では利益出入りという形になるという

のが好ましいと思いますので、その辺はしっ

かりと考えていただいて、県からもその辺は

しっかりとある意味で要望していくと、こう

いう戦いが今後大事になると思いますので、

もう細かいことは言いませんので、ぜひよろ

しくお願いをしたいと思います。 

 では、２点目行きます。もう時間を今日は

節約しますので。 

 次、⑩の部分です。 

 くまもと空港周辺地域のＲＥ100の部分で

す。 

 太陽光というので、恐らく、これは太陽

光、自然エネルギーですから、それを想定

し、先ほどの説明でも、カーポートの屋根に

設置する補助も出していくと、そういうのが

ありますけれども、これはこれで大変いいこ

とだと思います、脱炭素の社会で。 

 ところが、太陽光で一方の問題なのが――

ここだけじゃないですよ、これは今からだか

ら。もう既に熊本県内では、太陽光でいろん
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な形で普及している。ところが、ＦＩＴがだ

んだん終わると、いわゆるそこで事業展開を

考えようとか、例えば、それで20年ぐらいた

って、もう老朽化して、それがちょうど使え

なくなるような感じ。それに対する廃棄とい

う問題が出てくるんですけれども、この辺の

特に新規で造るところは、いろいろ条件を言

って対策を取っていただくという形で設置を

するという流れができると思うんですけれど

も、もう既に過去にずっと早い段階で設置し

た人がだんだんだんだん更新をしていく、入

れ替える、使えなくなる。また、厄介なこと

は、個人の家でも、逆に言えば太陽光パネル

をしている。ところが、代が変わって、そこ

が空き地になると、そのまま次の人は誰も住

まない。 

 こういうことも含めて、太陽光に関わる今

後の不安的な問題というのは、どの辺をどう

考えているのか。そして、今後どういう対応

したいと考えているか、その分新規でやる分

だけ、過去にあった分も含めて、その考えを

ちょっと持っておられれば説明していただき

たいと思います。 

 

○吉澤エネルギー政策課長 今御指摘ありま

した、過去に設置された分を今後どうしてい

くのかということ。これは今先生がおっしゃ

ったように、ＦＩＴ期間が切れた後どうなる

のかということが一番の課題になってくるの

かと思います。 

 まず、ＦＩＴ期間、固定価格買取制度で、

家庭用でいけば10年、事業用でいけば20年と

いう形で、固定価格で高額で買取りをされて

おりますけれども、それが、家庭用ではもう

19年から切れ始めるというところはございま

す。それと、特に事業用につきましては、32

年度から切れ始めて、それがどうなっていく

のかということは、私たちにも大きな課題だ

と思っております。 

 そのままＦＩＴ期間が終了しても、すぐに

発電がなくなるというわけではなくて、当然

効率は下がりますけれども、発電は続くとい

うことになりますので、まずは、長期安定的

な電源としていくためには、それを使えるも

のはしっかりと使っていくということを取り

組まなければならないのかと。 

 また、撤去しなければならないもの、これ

については、その費用的なもの、それがきち

っと確保されていくのか。それと、撤去する

際に、リサイクルする体制がきちっと取られ

るのか。こういったところを今国のほうでも

検討されておりますけれども、県としても、

国のほうの方向性を見定めながら、地元では

どういう状況なのかということをきちっと整

理して、必要な対策ということを県としても

取っていかなければならないというふうに考

えております。 

 

○城下広作委員 そういう考えでしっかりと

問題意識を持って、今後対応していただきた

いと思いますので、要望しておきます。 

 以上です。 

 

○西山宗孝委員長 ほかにありませんか。 

 

○鎌田聡委員 ちょっと関連で、今の⑩番

の、要は、これから地域エネルギー会社を設

立されるということでありますけれども、具

体的には、どこにどのような形でつくられ

る。 

 

○吉澤エネルギー政策課長 先行地域が益城

町が中心ですので、会社自体は益城町に設置

すると。また、この先行地域のこの選定証に

書いてあります共同提案者と工事電気事業者

の関係を中心に設立して運営していくという

ことで、方針を定めておるところでございま

す。 

 

○鎌田聡委員 はい、分かりました。 
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 続けていいですか。 

 

○西山宗孝委員長 はい。 

 

○鎌田聡委員 すみません。④番ですね。 

 ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡの関係になりますけれ

ども、大変な数値が出ているところもあると

いうことで、ただ、その原因が分からない。

産廃処分場からの水ではないということであ

りますけれども、要は、一回検査をして、こ

のような数値が出て、再検査したら下がって

いるという状況が、その民間の①とエコアで

すかね、ありますけれども、これは、原因は

分からないんでしょうけれども、どういうこ

となんでしょうかね。 

 

○村岡循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 まず、委員お話しの再検査で下がったとい

うのは、これは、今回の本事案ではなくて、

環境保全課が以前公表いたしました東海大学

の件ではないかと認識しております。今回

は、特に再検査で下がったというような結果

は出ておりません。 

 原因なんですけれども、御説明したとお

り、エコアくまもとと民間最終処分場①②、

いずれにしても、ここから流出する水が井戸

超過の原因ではないということを確認してい

るということでございます。 

 今、環境保全課のほうと連携して、周辺の

事業場のＰＦＯＳとかＰＦＯＡの使用履歴を

確認しているところでございますので、こう

いった確認の結果、適時、現地確認もやって

いるところでございますけれども、こういっ

たものを踏まえて、様々な可能性を排除せず

に原因究明のほうに取り組んでいきたいと考

えております。 

 

○鎌田聡委員 すみません。ちょっと認識間

違って申し訳ないですね。 

 結局、地下水のこの濃度というのは、その

ままなんですよね。 

 

○村岡循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 結果としては、以前速報で公表させていた

だきましたけれども、今回、昨日の記者会見

で確定となった数字を報告させていただきま

したけれども、基本的に大きく数字は変わっ

ておりません。 

 

○鎌田聡委員 ただ、こういった処分場が原

因ではないということでありますけれども、

熊本市のほうも７つか８つぐらいですかね、

処分場の辺りから出ているということで、非

常にそういった疑念は持ちますけれども、た

だ、そういった状況でないということがはっ

きりすれば、やはりどこに原因があるのかと

いう、非常にこれまた不安になってくるんで

すよね。 

 原因究明は急いでほしいんですけれども、

原因究明できるのかどうなのかということ

も、非常にそういった部分の不安であります

から、ここはやっぱりしっかりと追いかけも

してほしいし、そういった原因究明には、専

門家も含めてしっかりと調査をしていくべき

でありまして、できれば、そういった専門家

も含めた原因究明の検討委員会のようなもの

を設置してやっていくというおつもりはない

のか、ちょっと教えていただきたいと思いま

す。 

 

○村岡循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 委員御提案の専門家による検討委員会、こ

れは恐らく熊本市さんが設置されたものも念

頭にあられるのではないかと思います。 

 熊本市の場合は、井芹川のほうで指針値を

超過しているという状況で、その中の要因の

一つとして、可能性として挙げられたのが最
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終処分場ということでございまして、ですの

で、河川の指針値超過とその原因の可能性が

あるというところで、その対応というところ

が必要と。そういった観点から、熊本市のほ

うは専門家による委員会を立ち上げられたの

ではないかと認識しております。 

 今回、本県の調査の場合は、あくまでも、

最終処分場の敷地内にある監視井戸では、原

因は定かではございませんが、指針値を超え

る数字は確認されておりますが、南関、和水

の調査結果でも、その他一切指針値超過は周

りで見られておりません。また、今回、県内

の報告施設以外の16施設に関しましては、井

戸、そして周辺の河川でも一切指針値の超過

は見られておりません。 

 以上のことから、熊本市とは基本的に状況

は大きく異なりますので、本県においては、

現段階では、専門家による委員会を立ち上げ

る予定はございません。ただし、適時、周辺

事業所の聞き取りなど、調査データが出てき

ましたら、必要に応じて、専門家の方に御相

談をするという場面は出てくるかと思ってお

ります。 

 以上です。 

 

○鎌田聡委員 今言われたような話で、熊本

市とはやっぱり状況が違うということは分か

ります。分かりますけれども、だからこそ原

因が分からないんですよね。出どころも分か

らないし、地下水にはこんなやっぱり高い濃

度のやつが潜んでいるということで、それ

が、今後地下水がどう動いていくのか。周辺

井戸は問題ないとしても、やはりそこ以外の

住民にもどれだけの影響があるのかというの

も、すみません、素人考えで分かりませんの

で、だからこそやっぱりこれでもう終わりじ

ゃなくて、専門家の皆さん方に、ぜひしっか

りと原因も含めたところでの状況を確認して

いただきたいというふうに思いますので、今

はそういう気持ちはないということでありま

すけれども、原因が特定できてないからこ

そ、やっぱりしっかりとやっていただきたい

ということと併せて、今回、産廃処分場に、

この項目の検査に追加して調査を実施されて

ますけれども、これはこの後もやってるんで

すか。今年度限りのやつでしょうか。 

 

○村岡循環社会推進課長 循環社会推進課で

ございます。 

 まず、先ほどの専門家委員会の設置の件の

ところでのお話の中で、繰り返し述べさせて

いただきますけれども、敷地内の監視井戸で

は出ておりますけれども、周辺の井戸のほう

では、南関町、和水町のほうで46の井戸を調

査しまして、指針値を上回るような――全て

指針値を下回っておりますので、そういった

状況においては、今委員が、どのような頻度

で今後監視していくのかというお話をされま

したけれども、我々としては、まずは専門家

の委員会の設置というところではなく、まず

は、超過した井戸に関しては、定期的に今後

も追いかけていきたいと、そういうふうに考

えております。 

 

○鎌田聡委員 では、やっぱりデータとか

は、そういう今おっしゃられた定期的な追っ

かけはぜひお願いしたいと思いますし、た

だ、やっぱり排出元というのが分からないと

いうのは非常に不安ですから、専門家の委員

会ということは設置しないということであり

ますけれども、私の気持ちとしては、ぜひそ

ういうふうに、やっぱり原因の特定というの

をしっかりとやっていただきたいということ

を申し上げておきたいと思います。 

 以上です。 

 

○西山宗孝委員長 ほかにありませんか。 

 

○髙木健次委員 資料の①なんですけれど

も、地下水位をリアルタイムで確認できる体
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制の充実ということで、現在２か所、水前寺

とＴＳＭＣのセミコンパーク内に12月までに

は整備をするということで、それと併せて、

合志市のもう１か所でこの設備をやるという

ことですが、非常に大変いい取組だろうと私

は思います。 

 言うなれば、もうちょっと早く、この半導

体関係が出る前に、こういうものを造ってお

くべきだったのかなという感じもしますけれ

ども、県北地域、あの地域が、半導体の進出

によって、非常に不安をあおるような情報等

もちょっと出まして、水位だ、水質だという

ことで、地域の方々も大変心配をされており

ますけれども、リアルタイムで水位が見える

ということは、非常に大きな県の取組だろう

というふうに思いますが、全体で35か所です

かね。これを整備していくということです

が、35か所、これは全部整うためには何年ぐ

らいかかるんですかね。それが１点と、予算

が大分かかるのか、１か所造るのに。その辺

も含めて概要をちょっとお知らせください。 

 

○原田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 このリアルタイムにつきましては、委員言

及されたように、早速、まず最初のものは今

月末までには開始したいと考えております。 

 県内に県が設置しております観測井戸は、

全部で35ということになりますが、これまで

も、その井戸の水位の集計自体は行ってたん

ですが、これが実際に、集計して公表してい

るのがリアルタイムでできてなかったという

ことで、これを、県民の皆様に分かりやすい

形で、刻々と変化する水位をということで、

リアルタイムという形を今回初めて導入する

こととしております。 

 この導入に当たりまして、今年度の３か所

の井戸につきましては、大体平均的に１か所

当たり500万程度の費用がかかっておりま

す。このあたりは、またちょっと新たなやり

方とか安価な機材とかが見つかれば、また予

算は変動するとは思いますが、最終的に35か

所全てに設置できれば、最も理想的ではある

んですけれども、まずは、特に半導体の影響

が大きいと考えられる箇所を中心に、そこか

ら順次増設していければというふうに考えて

いるところでございます。 

 以上です。 

 

○髙木健次委員 本当にもう何回も言います

けれども、大変いい取組だということで思っ

ておりますので、できるだけ早く、ほかの場

所もリアルタイムでこの情報が得られるとい

うシステムは早急に図っていくべきだという

ふうにも思っております。 

 それから、もう１つ、ここに持ってくる配

管ルート、これも企業局のほうですかね。 

 菊池グリーンロードからずっとこの給水先

までと、令和９年度完成を目指しているとい

うことですが、令和９年度というと、今から

３年ぐらいかかるわけですよね。水は、水量

は、竜門ダムの水をということですが、十分

補えるというふうに思いますけれども、これ

ができるまでの３年間、その辺の心配はあん

まりないのかと。第２工場ももう建設に入っ

ているような状況ですから、非常に最初の段

階の水量というのが、使用する水量というの

もちょっと変わってきているのかなという感

じがしますけれども、その辺についてはいか

がでしょうか。 

 

○馬場総務経営課長 総務経営課でございま

す。 

 当方の竜門ダムの水を活用しました新規工

業用水、今お話のありましたとおり、令和９

年度、第２工場の操業に向けて準備を進めて

いるところでございます。それまでにつきま

しては、ＪＡＳＭさんのほうでは地下水を活

用してということをお聞きしております。 

 目標に向けてできるだけ早く給水ができる
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よう、企業局といたしましては、計画どおり

進めてまいりたいと考えているところでござ

います。 

 

○髙木健次委員 今から用地交渉とか、そう

いう工事って３年間という期間でしょうけれ

ども、これはやっぱりできるだけ早くやっ

て、第４工場までつながるような体制にとい

うことで思っておりますので、しっかりその

辺は頑張ってやっていただきたいというふう

に思います。 

 以上です。 

 

○西山宗孝委員長 ほかにありませんか。 

 

○吉永和世委員 ＰＦＯＳ、ＰＦＯＡの件に

関しては、県民の方々が不安になっている状

況の中で、このような形で迅速に対応いただ

いていることを、まずもって感謝申し上げた

いというふうに思います。 

 このような問題が起きますと、大体最終処

分場が注目されて、そこをしっかり見ること

が大事だというふうに、それはもう十分分か

るのでありますが、ただ、県民の暮らしを守

る、また、熊本の企業を守る上において、最

終処分場というのはなくてはならないもので

あるということでございますので、お願いし

たいことは、正しい情報をしっかりとお伝え

してほしいなと思いますし、正しい情報を連

続してといいましょうか、県民の方々が安心

できるような環境で情報を提供する、それを

やっていただきたいというふうに思いますの

で、よろしくお願いしたいと思います。 

 質問でございますが、熊本県産業成長ビジ

ョンの中で、新大空港構想というのがあっ

て、600万人だったですかね、を目指して今

整備が進められているわけでございますが、

ＴＳＭＣの進出によって、今台湾便も週12便

ですか、になっているということで、先ほど

上田部長の説明の中で、来年２月は43便にな

るということで、すごくいい形で推移してい

るなと思うんですけれども、今整備されてい

るこのスピードと、実際、この航空便が増え

ている、このスピードというのが計画どおり

なのかどうか分からないですけれども、その

辺の状況をちょっと分かれば教えていただき

たいんですが。 

 

○上田商工労働部長 商工労働部でございま

す。 

 空港路線の拡大と、それと産業成長ビジョ

ンのその歩調がどういう具合かというところ

かと思います。 

 産業成長ビジョン、10年物の計画で、３年

置きの見直しということで今回見直しをやっ

ていて、２月議会に御提案をさせていただく

というふうな準備をしております。一番大き

な変化でございますが、大きくは半導体産業

推進ビジョンというのが個別計画で１つあっ

たと。 

 Ａ３の裏面を御覧いただきたいと思うんで

すけれども、現在、産業成長ビジョンが、

2020年に策定しました後、2023年、その３年

後には、半導体産業推進ビジョンというのを

１つつくりました。右のほうで、令和３年、

2021年にＵＸプロジェクトというものを１つ

つくっておりまして、今やっておる産業成長

ビジョン策定時にはなかったこの２つを踏ま

えたところが１点、それともう一点が、知事

の今度の新しい熊本に向けた基本戦略という

のがあります。この２つについて、今回産業

成長ビジョンではそれを含めた見直しをする

ということでございます。 

 空港との増便との兼ね合いなんですけれど

も、想定以上に路線の拡大スピードが早過ぎ

て、正直、路線が増えて産業にどういう影響

があるかというのは、まだまだ今回の見直し

の中で反映することは、まだ正直できていな

いかなというところがございますので、そこ

は、例えば個別の予算事業ですとか、そうい
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ったもので補いながら、次の３年後の計画の

ときには、将来のその路線の拡大見込みとか

インバウンド、それから外国人材、こういっ

たものも加味したところで、あと３年後には

そういう点は入れたところで見直したいと思

っておりますので、今度の２月はこれで行か

せていただきたいというふうに思っておりま

す。 

 

○吉永和世委員 分かりました。 

 利用客が増える分、施設自体が追いついて

いけるのかというのをちょっと心配したりす

る部分もあります。特に、駐車場等は、そこ

ら辺ちょっと心配する部分があって、大丈夫

なのかな。周辺にも駐車場はあるんですけれ

ども、やっぱり一番いいのは、空港にしっか

り駐車場があればいいなと、ちょっとこう思

ったものですから、そこら辺も併せて、やっ

ぱり入ってこられる方なんですが、熊本から

出ていく、要は海外だとアウトバウンドです

かね、という形で行こうしても、やっぱり駐

車場の問題というのは非常に大きな問題かな

というふうに思いますので、そこら辺もしっ

かりと併せて検討いただければと。 

 

○上田商工労働部長 大空港構想自体が企画

振興部でやっておりますが、その中のこの産

業集積というのは、大きな柱の１つでござい

まして、もちろん、それに沿った形で、この

ビジョンをやるところでございますので、し

っかりそこは企画振興部とも一緒になって検

討してまいりたいと思います。 

 

○西山宗孝委員長 よろしいですか。 

 先ほど木原環境政策課長から手が挙がりま

したが、前段の吉永委員からの――どうぞ。 

 

○木原環境政策課長 環境政策課でございま

す。 

 吉永委員から、地下水に関する正しい情報

発信ということで御提案いただきまして、推

進本部を中心に、県民の皆様に対し正しい情

報をより分かりやすく発信していく取組を行

ってまいりたいと思いますので、今後とも御

指導よろしくお願い申し上げます。 

 以上です。 

 

○西山宗孝委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、報告に関します質問について

は、これで終了させていただきます。 

 次に、その他に入りますが、ここで私のほ

うから１つ御提案がございます。 

 さらなる委員会活動の活性化に向けた取組

の一つとして、平成27年度から、常任委員会

ごとに１年間の常任委員会としての取組の成

果を、２月定例会終了後に県議会のホームペ

ージで公表することとしております。 

 ついては、これまで各委員から提起されま

した要望、提案等の中から、執行部において

取組の進んだ項目につきまして、私と副委員

長で取組の成果を取りまとめた上で、２月の

定例会の委員会で委員の皆様へお示しし、審

議していただきたいと考えておりますが、よ

ろしいでしょうか。 

   (｢はい」と呼ぶ者あり) 

○西山宗孝委員長 それでは、そのようにさ

せていただきます。 

 最後に、その他で委員から何かありません

でしょうか。 

   (｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○西山宗孝委員長 なければ、以上で本日の

議題は全て終了いたしました。 

 最後に、要望書が１件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 それでは、これをもちまして第４回経済環

境常任委員会を閉会いたします。 

  午前11時56分閉会 
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